
５
月
９
日
、
国
労
本
部
は
経
営
協
議

会
を
開
催
し
、
貨
物
会
社
か
ら
「
２
０

１
２
年
度
決
算
概
況
」
に
つ
い
て
説
明

を
受
け
ま
し
た
。

鉄
道
事
業
に
お
け
る
営
業
収
益
は
１

３
１
２
億
円
（
前
期
比
１
・
４
％
減
）
、

営
業
損
失
は
78
億
円
（
前
期
比
６
億
円

増
）
と
な
っ
た
。

関
連
事
業
は
、
マ
ン
シ
ョ
ン
分
譲
な

ど
の
新
規
開
発
を
積
極
的
に
展
開
す
る

一
方
、
契
約
期
限
を
迎
え
る
大
型
賃
貸

物
件
の
契
約
改
正
を
行
っ
た
。

こ
の
結
果
、
関
連
事
業
に
お
け
る
営

業
利
益
は
１
８
６
億
円
（
前
期
比
６
・

４
％
減
）
、
営
業
利
益
は
１
１
６
億
円

（
前
期
比
６
・
６
％
増
）
と
っ
た
。

以
上
に
よ
り
、
営
業
利
益
は
１
４
９

９
億
円
（
前
期
比
２
・
０
％
減
）
、
営

業
利
益
は
37
億
円
（
前
期
比
２
・
７
％

増
）
。

こ
れ
に
営
業
外
損
益
を
加
味
し
た
経

常
利
益
で
は
４
億
円
（
前
期
比
２
億
円

増
）
で
、
特
別
損
益
、
法
人
税
等
を
加

減
し
た
ト
ー
タ
ル
の
当
期
純
利
益
は
減

収
・
増
益
の
４
億
円
と
な
っ
た
。

平
成
25
年
度
は
、
安
全
の
確
立
・
安

定
輸
送
の
確
立
を
大
前
提
に
、
輸
送
品

質
の
向
上
を
進
め
、
安
定
し
て
鉄
道
事

業
を
運
営
し
て
い
く
。

一
方
、
鉄
道
事
業
の
収
支
が
一
段
と

厳
し
く
な
っ
て
い
る
状
況
に
鑑
み
、
鉄

道
事
業
の
早
期
黒
字
化
に
向
け
、
競
争

力
を
高
め
る
経
営
改
革
に
取
り
組
み
、

今
春
の
ダ
イ
ヤ
改
正
の
効
果
を
収
支
両

面
に
わ
た
り
発
揮
さ
せ
る
な
ど
、
鉄
道

事
業
の
収
支
改
善
を
最
大
限
に
図
る
と

と
も
に
、
鉄
道
事
業
、
関
連
事
業
別
に

予
算
実
績
管
理
に
よ
る
経
営
管
理
を
深

度
化
し
、
ス
ピ
ー
ド
感
を
持
っ
て
改
善

策
を
実
行
し
て
い
く
と
～

説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

説
明
対
し
て

国
労
本
部
は

①
23
年
度
決
算
全
体
と
し
て
は
、
減
収
・

増
益
で
営
業
利
益
37
億
円
、
経
常
利

益
４
億
５
千
万
円
で
対
前
年
＋
１
８

５
・
８
％
と
し
て
い
る
が
、
こ
の
間
、

世
界
経
済
の
失
速
や
自
然
災
害
な
ど

の
リ
ス
ク
に
あ
っ
た
中
で
の
経
常
黒

字
を
会
社
は
と
し
て
ど
の
よ
う
に
考

え
て
い
る
の
か
。

②
ダ
イ
ヤ
改
正
効
果
が
あ
る
も
の
の
貨
物

会
社
の
経
営
に
つ
い
て
は
、
今
後
も
引
き

続
き
厳
し
い
環
境
が
予
想
さ
れ
る
中
で
、

平
成
26
年
度
の
業
績
予
想
を
営
業
利
益

68
億
円
、
経
常
利
益
34
億
円
、
当
期
純

利
益
20
億
円
と
予
想
し
て
い
る
が
、
何
を

持
っ
て
、
こ
の
数
値
の
予
想
を
見
込
む
の

か
明
ら
か
に
す
る
こ
と
。

③
②
の
質
問
に
つ
い
て
、
も
う
一
度
丁

寧
に
説
明
を
求
め
た
い
。

④
営
業
利
益
を
過
去
最
低
の
水
準
と
言

わ
れ
た
が
、
営
業
費
の
中
で
の
人
件

費
、
物
件
費
、
減
価
償
却
費
が
あ
る

中
で
、
こ
の
25
年
間
で
減
っ
て
き
た

の
は
、
人
件
費
だ
け
で
は
な
い
の
か
。

物
件
費
で
は
線
路
使
用
料
等
が
増
加

し
、
修
繕
費
が
減
っ
て
い
る
状
況
で
、

結
果
と
し
て
帳
尻
合
わ
せ
で
は
な
い

の
か
。
減
価
償
却
費
は
、
今
後
の
設

備
投
資
を
考
慮
す
れ
ば
、
収
益
と
見

れ
ば
負
担
と
な
る
。

⑤
流
動
資
産
の
３
９
０
億
円
は
、
無
利

子
融
資
を
含
め
た
額
で
あ
る
の
か
。

⑥
佐
倉
機
関
区
跡
地
の
汚
染
処
理
に
９

億
円
と
言
わ
れ
た
が
、
10
年
前
の
事

柄
で
あ
り
す
で
に
終
わ
っ
て
い
る
の

で
は
な
い
か
。

⑦
線
路
使
用
料
の
額
に
つ
い
て
説
明
さ

れ
た
い
。

⑧
他
の
JR
は
連
結
決
算
を
明
ら
か
に
し

て
い
る
の
に
、
貨
物
会
社
は
、
な
ぜ

単
体
の
決
算
だ
け
し
か
提
示
し
な
い

の
か
。
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●3月11日～本社は事業計画を説明、１週間

遅れた。平成25年度は厳しい運営と説明。

外郭取締役や国から追及されている。

●3月19日～田村社長は管理者へ数値を入れ

た資料で賃金抑制について説明、新採者に

も同様の資料を郵送した。

●3月11・21日～貨物労組が地方でオルグを

している。

●4月2日～会社側へ追及、本社へ申し入れた。

社内報「ぽるて」にこの内容を記載した。

●4月16日～国労本部指示30号で指示・チラ

シ配布。

●4月18日～貨物労は反対する意思統一をし

た。国労本部反対。

●4月24日～国労本部は申し入れについて・

団交を求めている。会社側は経協で説明。

田村社長は、新年度は数値を入れた資料と

なった。幹部のみの説明なので謝罪はしな

い。手順については反省している。

●4月25日～全貨協と国労本部と意思統一、

指示３０号・署名行動を進める。貨物労は

反対を表明している。

●5月～貨物労は国労批判をしている。デマ

宣伝。そのことについて国労本部は適切な

対応をする。貨物労から正式な抗議は無い。



会
社
側
は

①
鉄
道
事
業
の
収
入
に
つ
い
て
は
、
△
72

億
円
か
ら
△
78
億
円
と
６
億
円
悪
化
し

て
い
る
こ
と
が
最
大
の
問
題
で
あ
る
。

震
災
復
旧
の
動
き
も
鈍
く
、
ま
た
海
外

経
済
動
向
な
ど
も
低
迷
し
輸
出
も
伸
び

な
か
っ
た
こ
と
な
ど
、
ゆ
ゆ
し
き
問
題

と
考
え
て
い
る
。

②
26
年
度
３
月
の
業
績
予
想
の
根
拠
と
し

て
は
、
コ
ン
テ
ナ
収
入
の
拡
大
や
ダ
イ

ヤ
改
正
効
果
、
新
荷
主
や
臨
時
貨
物
や

荷
主
の
動
き
な
ど
含
め
て
増
収
と
、
社

員
数
の
減
等
含
め
業
績
予
想
し
て
い
る
。

③
売
り
上
げ
の
確
保
に
つ
い
て
は
、
説
明

通
り
で
あ
る
が
、
経
費
に
つ
い
て
は
出

向
の
拡
大
等
、
収
入
増
と
経
費
削
減
等

で
考
え
て
い
る
が
、
引
き
続
き
事
業
計

画
の
中
で
議
論
し
て
い
き
た
い
。

④
国
際
会
計
基
準
が
あ
る
が
、
現
行
と
し

て
は
、
減
価
償
却
に
つ
い
て
、
ど
う
こ

う
の
議
論
は
さ
れ
て
い
な
い
。
物
件
費

と
し
て
、
動
力
費
、
業
務
費
が
増
加
し

て
い
る
が
修
繕
費
は
計
画
と
し
て
減
と

な
っ
て
い
る
。

⑤
無
利
子
融
資
は
含
ま
れ
ず
、
こ
れ
ま
で

の
長
期
債
務
は
、
30
億
円
を
10
年
か
け

て
償
却
し
て
い
く
。

⑥
過
去
か
ら
対
策
は
施
し
て
い
た
が
、
根

本
的
な
対
策
と
は
な
っ
て
お
ら
ず
、
こ

こ
に
来
て
、
し
っ
か
り
と
し
た
対
策
を

行
っ
て
い
く
こ
と
に
９
億
円
を
当
て
た
。

⑦
線
路
使
用
料
は
第
３
セ
ク
タ
ー
を
含
め

２
１
６
億
円
。
第
３
セ
ク
タ
ー
だ
け
で

は
63
億
円
で
あ
り
、
そ
の
内
、
調
整
金

が
57
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

⑧
連
結
体
制
が
組
め
て
い
な
い
。
貨
物
会

社
単
体
の
影
響
が
大
き
い
為
で
あ
る
が

新
し
い
会
計
シ
ス
テ
ム
が
導
入
さ
れ
れ

ば
連
結
を
考
え
て
い
き
た
い
。
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● 公示日

2013年 6月8日（土）

● 投票日

2013年 6月19日（水）

● 立候補締切日

2013年 6月12日（水）

● 不在者投票日

2013年 6月16日（日）

～6月18日（火）

●第27回東日本本部定期大会は

８月９日（金）～１０日（土）

秋田地方本部管内で開催しま

す。

詳細は別途連絡します。


